HAREMESBFTEFZM O+ —5 L
K EMEEARDRIEEHARARELDLE X EDHEK |
HEF:201651H9H13:00-17:30

R BRFEMZEEE

BEAI[IRFRICHITHHEAADOIMY A

FT= 24:00

A L Sy
A S

g AL Y e TR740 ABIR - BAEMEOSE
A EMSMIS £ B9 H OB AN D (245 T
b L RERTIRATELE TR

~ VALID= 09/10 '09:00I

AmAFEA BFRRRFE HER

TH R



プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ただ今ご紹介にあずかりました気象学会の新野でございます。この度は、防災学術連携体に参加させていただき、ありがとうございます。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本気象学会は1882年創立、会員数3551名の学会です。気象学・大気科学等の研究の推進等を目的に活動をしております。理事会のもとに23の委員会がございますが、本連携体に関わる委員会は気象災害委員会と、福島原発の事故後に理事会のもとに設置された「放射性物質拡散に関する作業部会」がございます。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
気象災害委員会は、気象災害の調査・研究、災害緊急対応、これらに関わる他機関との連携に関する活動を行っております。具体的には、災害発生時にタイムリーに研究会や報告会を開催するほか、他学会とも防災に関する講演会等を共催してきております。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、放射性物質拡散に関する作業部会についてご紹介致します。福島原発事故では、拡散予測モデルSPEEDIの予測が避難やヨウ素剤の服用、湿性沈着による被害予知などに有効に利用されなかったことは、大変残念でした。当学会では、事故の実態を解明し、その経験を教訓として、万一の事故に伴う放射性物質拡散に関する対応の改善案を作成するために作業部会を設置し、研究会等の主催・共催、事故発生時の放射性物質拡散への対策に関する提言、原子力災害対策指針の改訂案に対するパブコメへの意見の提出などを行って参りました。


CB)AREEF

fﬁ%g%h\60)11&59"|‘$%'f£0)%ﬁ&!:|¥1 LT. AFRANNIORIEEICZSH DR

0M4F9AICARIN-BEFRMERE LR E IFZERRFNSHACIEREOME
SRR EIREF—RFAREENERICI > TREPITHRE SN IFEME O H
FREEEICETHET VA ERBROLRIDERIZER,

004F 1D2ADIEEZEITIICH 2T, BERERREOSHMEFICHEF AFHRNEDKDIC
FEATE-aIREELDEINETRIEL. R FHEEREZOZHWIZHFE IR EME DK
SHLEN BRI AEE T AIFEHRDFRFEICDOULNT(http://www.metsoc.jp/tenki/pdf/
2015/2015 _02_0019.pdf ) EL TR,

()5 EDEE

2015F A REDRFAKEMN KBS TIX. REFOXERIZ, B#E#OIHFRZFOIRA.
BRET=A)VJDERE. BHELEDERED FHLEEICHERGHIETTILOFT AN
BURAFENTELT . ZORIZEWLWTIE. BB KRIZEERREMATLIVEEIER,

RERICIIARAGRBIIPLTLECERALT. REOMNKREHRT HETHHD T,
BRI EZRDHTNELY,

FMRBOMKXEMFRERITHREET LOFRIFROMYBZNICET SR
) LD FRETSELDRET .

REER- - RIFHECERT 2FHRERRICLEN,


プレゼンター
プレゼンテーションのノート
研究成果としては、会員が内外の論文誌に多数の論文を発表してきたほか、学術会議の報告「福島原発事故により環境中に放出された放射性物質に関するモデル計算結果の比較」の作成に貢献し、また福島原発の事故時に、数値予測情報がどのように利用できた可能性があるかを検証し、「放射性物質の大気拡散に関する数値予測情報の活用策」を公表致しました。
　今後の活動ですが、改正された原子力災害対策指針には、緊急時の対策に避難やヨウ素剤の服用、緊急モニタリングの配置、湿性沈着の危険性の予知などに有用な数値モデルの予測が盛り込まれておらず、この点においては、防災対策は福島原発事故前よりも後退しております。緊急時には、有用な情報は少しでも多く活用して、最善の対策を講ずるべきですので、継続的に改善を求めていきたいと考えております。
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